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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人

日本非破壊検査協会（JSNDI）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産

業規格を改正すべきとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本産

業規格である。これによって，JIS Z 2353:2003 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本産業規格          JIS 
 Z 2353：2021 
 

超音波による固体中の音速の測定方法 

Method for measurement of ultrasonic velocity in solids 

 
1 適用範囲 

この規格は，超音波によって，固体中の音速を測定する方法について規定する。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS Z 2300 非破壊試験用語 

JIS Z 2305 非破壊試験技術者の資格及び認証 

JIS Z 2350 超音波探触子の性能測定方法 

JIS Z 2352 超音波探傷装置の性能測定方法 

JIS Z 2355-1 非破壊試験－超音波厚さ測定－第 1 部：測定方法 

JIS Z 2355-2 非破壊試験－超音波厚さ測定－第 2 部：厚さ計の性能測定方法 

 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は， JIS Z 2300，JIS Z 2355-1 及び JIS Z 2355-2 によるほか，次に

よる。 

3.1 

ゼロ点調整用試験片 

伝搬時間を測定する基準点（測定対象での伝搬時間がゼロの時点，以下，ゼロ点という。）を求めるため

に使用する平板試験片。 

3.2 

伝搬時間 

超音波がある点から別の点へ伝搬するのに要する時間。 

3.3 

音速計 

固体を通過する超音波の伝搬時間を測定し，その値及び固体の厚さから，固体中の音速を測定し，デジ

タル表示する測定器。 

3.4 

パルサーレシーバシステム 

パルサーレシーバ（超音波送受信器），AD 変換系機器（デジタルオシロスコープ，AD 変換ボードなど）

及び記録装置（パーソナルコンピュータなど）を組み合わせた装置（図 1 参照）。 


